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多い（物理的損傷）。
　下水道管内部からの腐食も著し
くなっている。下水中に含まれる物
質による腐食や下水中から発生す
る硫化水素ガスがコンクリート管
路を腐食させている。この硫化水
素ガスは下水道管内部の汚水が滞
留・沈殿している所から多く発生
する。そのガスが湿った空気や水
に触れると希硫酸のようになり、
アルカリ性であるコンクリートを
腐食させ、その鉄筋も酸により腐
食する（化学的損傷）。このように
して下水道管の老朽化が日夜進行
している。

◦道路陥没のメカニズム
　下水道管の老朽化が原因での道
路陥没のメカニズムは複雑であり、
その地質や地下水位など、現地状況
に大きく左右される。最も多い事例
は、下水道管に何らかの原因で亀
裂や穴が開き、地下水位が高い場
合、周囲の砂が下水道管の内部に
砂が引き込まれ、あたかもベルト
コンベアで砂が運ばれるように、
大きな空間を作ることである。ま
た最近のゲリラ豪雨（50mm/時間
を超える時間降雨量など）による
雨水が下水道管に突入すると、下
水道管は圧力管になり破損個所か
ら下水が噴き出す。テレビで良く
放映される豪雨時にマンホールか
ら水が勢いよく噴き出すシーンと
同じである。これにより下水道管
破損個所の周りの砂は撹拌され、
さらに流動化し、ゲリラ豪雨が過
ぎ去った後に、今度は負圧になっ
た下水道管内部に砂が引き込まれ
ることである。つまり道路陥没は
下水道管への水の侵入により、地
面を支えていた砂が下水道管内に
移動し加速度的に地下空間を広げ
るのが原因である。

◦�国土交通省・下水道部のマスコ
ミ対応
　博多駅前の道路陥没事故では、む
き出しの下水道管から汚水が流れ
出すシーンが繰り返し放映され、
その直後から国土交通省の下水道

部にマスコミからの問い合わせが
殺到した。下水道部の広報では、
「今回の道路陥没には下水道は無関
係である。また下水道管の老朽化
により道路陥没事故は多いが、９
割以上は軽微な陥没である」と説

図２　下水道管路に起因する道路陥没件数（出所：国土交通省調べ）

図３　布設年度別陥没件数（出所：国土交通省調べ）

図４　月ごとの道路陥没発生件数（出所：『管路更生』№13　下水道管路に起因
する道路陥没　国土技術研究所下水道研究室長　松宮洋介著）
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明している。小生なら一言付け加
えるだろう。「現在の所、軽微な陥
没であるが、ゲリラ豪雨等による
更なる道路陥没の拡大を防ぐため
に、下水道インフラには長期的な
投資が必要である」と。無料で国
民にPRできる最高の機会をフル
に活用すべきであろう。下水道部
は下水道インフラの重要性を強調
したかも知れないが、残念ながら
マスコミには報じられていなかっ
た。また筆者が前述している「下
水道管の劣化による道路陥没のメ
カニズムなど」は業界人には常識
であるが、世間には余り知られて
いない事象であり、世間に幅広く
PRする必要がある。

2．下水道事業の今後の施策

　新下水道ビジョン2100では、
「循環のみち下水道」を旗印に、社
会経済情勢の変化に対応した下水
道の使命や、新たな下水道の使命
として「持続的発展が可能な社会
の構築に貢献」など将来構想が掲
げられているが、最も関心の深い
「現在の下水道事業の生き残り策を
どうする」かについては「管理時
代への移行（マネジメント元年）」
として「アセットマネジメントの
確立」が述べられているに過ぎな
い。同じ行政区域では汚泥処理な
どの統合化が進められているが、
従来の枠を超えた新たな取り組み
が求められている。例えば広域連
携化である。水道事業の生き残り
策を見てみよう。

◦水道事業の現状と広域化
　この10年間で約2000億円の水道
料金収入の減収である。平成26年
度の水道統計によると、約1400水
道事業体による水道料金収入は平
成16年度の２兆4589億円から、10

年後の平成26年度には２兆2561億
円と、2028億円の減収となってい
る。また前年度・平成25年度と比
べると359億円の減収であり、人口
の減少と節水機器の普及で年々減
収幅が増加している。厚生労働省
の専門家会議の報告書によれば、
少子高齢化で40年後には給水人口
が３割減少し、水需要が４割減少
するなど水道事業が立ち行かなく
なることを指摘している。現状で
も慢性的な赤字の水道事業体は半
数を超えている。生き残り対策の
一つとして水道事業の広域連携化
が進められている。
　例えば群馬県東部の「群馬東部水
道企業団」の設立が挙げられる。
これは従来、自治体ごとに行って
きた３市５町（太田市、館林市、
みどり市など）の水道事業を統合
し、給水人口45万人の規模に拡大
し水道事業の効率化、収益性を狙っ
た国内第一号の試みである。また
県境を越えた水の供給では「八戸
圏域水道企業団による広域化」、
これは青森県南部地域と岩手県北
部の水道施設30ヵ所をまとめて管
理・運営する、県境を越えた事業
連携の試みである。さらには香川
県の「香川県広域水道事業体構想」
があり、これは県内給水人口約96
万人向けの水道事業（県、８市８
町で実施中）を統合し、１事業体
として効率的に管理運営する試み
である

◦流域下水道事業の見直し
　広域化については下水道行政の
方が先行している。市町村が行う
公共下水道を活用し、流域ごとに
整備の効率化を求めた「流域下水
道」の概念は昭和45年の下水道法
の改正で実施され安全・安心な社
会造りに貢献してきた。しかし今

後、日本が直面する人口減少や社
会構造の変化に応じた流域下水道
事業の根本的な見直し（流域下水
道の存在の意義、処理対象計画人
口、実行予算額など）が必要であ
る。技術面は専門家が多いので言
及を避けたいが、収益面から見て
みよう。「雨水公費・汚水私費」が
原則の下水道収益構造である。平
成23年度の下水道収入は約３兆２
千億円であるが、下水道（汚水）
使用料収入は全体の44％であり、
雨水公費の原則から一般会計から
の繰入金比率は47.1％で１兆５千
億円を超えている。
　受益者負担の生じない（収益な
き）雨水の排除は、国や自治体の予
算次第であり、すべての予算も厳
しくなっている。根本的な解決策
の一つとして私有地保有者やビル
オーナーなどから雨水処理費の徴
収なども考えるべき時期に来てい
る。また受益者負担である汚水処
理費用は、水道使用量に比例して
徴収されているが前述のように水
道料金収入も過去10年間で約２千
億円減収である。当然下水道収入
も比例し減少している。簡単に言
うと日本の上下水道収入も年々減
少し陥没の一歩手前に差し掛かっ
ている。

3．さいごに

　博多駅前の道路陥没事故から、
将来の下水道インフラの在り方に
ついて考えてみたが、下水道事業
には、財源確保の問題、下水使用
料金の格差問題（平均で1.4倍）、
技術者の不足、都市型洪水対策な
どの課題が満載である。ぜひ来年
は「社会を支える下水道の持続可
能な発展」のために具体的な論議
が湧き起こることを期待したい。
日本を陥没させてはならない。


